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Ⅱ 「社会にはばたく力」を育成する 

１ 多様で特色のある能力や個性の伸長 
 
 

(1) 個性や能力を伸ばす教育の充実 ≪施策１９≫ 高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、 

体育スポーツ健康課     

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成３０年度 主な取組・事業  

 
取組・事業名 実績 

少人数指導や習熟度別指導の推進 

 
【少人数指導】        【習熟度別指導】 
小学校 99.8％（450 校）     小学校 98.2％（443 校） 
中学校等 100.0％（203校）   中学校等 95.6％（194 校） 
県立高校等 57.9%（55校）    県立高校等 91.6%（87 校） 
 

小・中学校の連携強化による  

一貫性のある教育の推進 

○ 小学校と合同で研修会を実施した中学校 99.5%（202 校） 
   ＜研修会の内容＞  授業研究 78.3%（159校） 
             学習規律 70.0%（142校） 
             生徒指導 54.7%（111校） 
○ 小中一貫教育を実施している市町村 (H29.3文部科学省調査) 

11 市町村（53 小学校、27中学校、２義務教育学校） 

高校生知の創造力育成     

セミナー事業の実施 

○ ふくおか高校生知の創造塾 

参加者：生徒 45校・180人、高校教員 18人 

セミナー合宿（２泊３日）の実施 

次世代の科学技術を担う    

人材育成事業の実施 

 
○ 高校生科学技術コンテスト注１） 
   ファーストステージ（筆記競技） 受験者 1,010 人 
   セカンドステージ（実技競技）  受験者  44 人 
○ 高校生科学技術講演会 参加者 68 人 
○ 科学の甲子園ジュニア 参加数 153 チーム 
 

専門高校生実践力向上事業の実施 

＜重点事業１１＞ 

 
○ 福岡県高校生産業教育フェアの開催 来場者数 1,030 人 
○ ものづくりコンテストの開催（九州大会入賞者数１人） 

今日的な課題に対応した    

教育の推進 

○ 福岡県金融広報委員会との連携による金融教育研究校の指定 
○ キャリアアップ講座（消費者教育）教員対象 延べ 13 人 
○ 政治参加を推進する取組（模擬選挙等）の実施（95 校／95校） 
○ 公民科・家庭科・特別活動等における消費者教育の充実（県立高

校） 
○ 悪質商法被害から若者を守るための若年者啓発出前講座事業

（県立高校への講師派遣校：95 校／95 校） 

「鍛ほめ福岡メソッド」    

総合推進事業の実施 

＜重点事業１２＞ 

○「鍛えよう！ほめよう！」プロジェクト推進校の指定 
小学校 20校、中学校 12 校（両指定都市含む） 

○ 「読書活動」と「運動」を通した鍛ほめプロジェクト 
研究協力校 12 校（小学校 10 校、中学校２校） 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 個に応じた指導のための指導方法や指導体制の工夫改善、校内での研修を行います。 

◇ 「鍛ほめ福岡メソッド」を取り入れた、学力、体力等の能力伸長の基礎となる資質・態度を育成す

る教育活動を推進します。 

◇ グローバル化の進展、科学技術の発展、少子化・高齢化及び情報化などが急激に進む中で、これか

らの社会を支える意志と実践力をもった児童生徒を育てる教育の充実を図ります。 

 

平成３０年度 施策の基本的なねらい 
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指  標  

 

 

高校生科学技術コンテストの受験者数      科学の甲子園ジュニア（中学生対象）の参加チーム数 

 

 

 

成  果  科学学習部門においてチャレンジ意欲の高い中高生が育っています。 

・  小中連携・一貫教育においては、指導内容や指導方法等に関して系統的な教育を行うことで、児童生徒の学習意

欲の向上や生徒指導上の諸課題の解決について成果が見られました。また、各中学校区では授業研究、授業交流、

合同研修等における教員相互の共通理解が図られています。 

・ 高校生科学技術コンテスト・ファーストステージの受験者数が 2年連続で増加しました。 

・ 高校生科学技術コンテスト・セカンドステージでは，科学の甲子園注２）を見据え，新たに「科学工作」を競技に加

えるなど、生活と関連する内容を題材とした課題解決型の問題にチャレンジさせました。平成 30年度の科学の甲子

園では，前年度に引き続き 10 位台を維持しました。（H29. 18 位→16 位） 

・ 科学の甲子園ジュニアの参加者数が３年連続目標を達成しています。 

・ 福岡県高校生産業教育フェアでは、各学校における日頃の学習活動で身に付けた高度なものづくりの技術や技能

等の成果を発表することで、産業教育を学ぶ意義を明確にするとともに、専門高校で学ぶ自信と誇りを持ち、自ら

学ぼうとする学習意欲を向上させることができています。 

・ 福岡県金融広報委員会や県消費生活センターなどと連携し、啓発資料の配布や教員対象のセミナーの開催、金融

教育研究指定校による公開授業実施など、消費者教育の充実を図りました。 

・ 「鍛えよう！ほめよう！」プロジェクト推進校及び研究協力校において、学校行事や地域活動等の中で「鍛ほめ

福岡メソッド」を実践したことにより、学ぶ意欲等の高まりに一定の効果がみられました。 

・  リサーチグループによって「学ぶ意欲」や「自尊感情」、体力・学力の向上を目指す「運動プログラム」が企画され、各

協力校による実践で、少しずつ効果が見られてきました。 

・ 「読書活動」を通した「鍛ほめ福岡メソッド」の協力校の実践からは、「読書方略（物語や説明文の読み方）」を

身に付けることと「読書への意欲」とに相関が見られることが報告されました。 
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（県立高等学校） 

32.7% 

（H30 年度） 
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進学者のうち農業関係学科へ
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課  題  各種事業の更なる内容の充実と参加者増に向けた広報活動の強化が課題です。 

①  高校生科学技術コンテストの参加者増を図るとともに，実技競技の内容及び分野のさらなる充実を図り，科学の

甲子園（全国大会）において上位入賞を目指す必要があります。（平成 30 年度実績全国 16位） 

② 消費者教育・金融教育の充実に向け、啓発資料及びワークシート等の教材普及、教員研修の機会を確保する必要

があります。 

③ 全ての高校において、政治参加を推進する取組を実施しましたが、18 歳投票率の向上につながる様に、今後も模

擬選挙等のさらなる充実を図っていくことが必要です。 

④ 「鍛ほめ福岡メソッド」の推進校の取組により、一定の普及が図られましたが、さらなる推進のためには、研修

会等を通した「鍛ほめ福岡メソッド」の理念の具体的な理解を図るとともに、思考力・判断力・表現力等の育成を

一層充実させる実践とその検証が求められます。 

⑤ 「読書活動の在り方と学力の相関」や「運動と学習の相関」を分析し、効果的な取組を検討する必要があります。 

 

対  応  各種事業の更なる内容の充実と計画的・継続的な広報活動を行います。 

①  高校生科学技術コンテストについて，更なる周知と参加校の増加を図るとともに，実技競技の実施内容を充実さ

せ，科学的知識・技能及び科学的に探究する能力を育成します。 

② 福岡県金融広報委員会や県消費生活センターなどの関係機関と連携を深め、啓発資料・ワークシート等の教材の

更新と教員対象の研修を継続的に行います。 

③ 政治参加を推進する取組が全ての高校で実施され、18 歳の投票率向上が図られるよう、教員対象の研修会を実施

します。 

④ 「鍛ほめ福岡メソッド実践の手引き」を活用して「鍛ほめ福岡メソッド」の更なる普及を図るとともに、学ぶこ

とに挑み続ける学習活動等を通して、思考力・判断力・表現力等の一層の充実を目指した新たな「鍛ほめ福岡メソ

ッド」の取組を推進します。 

⑤ 「読書方略と学力の相関」について、協力校の実践データを基に分析し、検証を進めていきます。また、「運動プ

ログラム」の効果について、運動と学習の相関を分析するための分析方法等をリサーチグループを中心に検討し、

成果を検証していきます。 

 

 

注釈 

注１）高校生科学技術コンテスト：科学技術の振興に寄与する人材の発掘を目的とし、県内の高校生及び中学校３年生を対象として、科学技術の

知識を活用する試験を行うもの。 

注２）科学の甲子園：平成 23年度から国立研究開発法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）が実施している取組で、全国の科学好きな高校生が集い、競

い合い、活躍できる場を構築するため、高等学校等（中等教育学校後期課程、高等専門学校を含む）の生徒チームを対象として、理科・数

学・情報における複数分野の競技を行うもの。 
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Ⅱ 「社会にはばたく力」を育成する 

１ 多様で特色のある能力や個性の伸長 
 
 

(2) 特別支援教育の推進 ≪施策２０≫        高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 主な取組・事業  

取組・事業名 実績 

特別支援学校の教育環境の整備 
○ 「県立特別支援学校の今後の整備方針について」（平成 28 年

11 月）に基づき、「県立特別支援学校設置計画」を決定（平成
31 年 2 月） 

特別支援学校医療的ケア注１）体制   

整備事業の実施 

○ 看護職員の配置（12校 37 人） 
○ 運営協議会の実施     研修会の実施 
   運営協議会 年２回    看護職員研修会 年２回 
   校長部会  年３回    教員研修会   年２回 
○ 特定行為注２）実施校（３校／12校） 

発達障がい児等教育継続     

支援事業の実施 

○ 専門家による巡回相談注３）の実施 485 件（保育所 21 件、幼稚
園 36 件、小学校 322 件、中学校 89件、高等学校等 17 件） 

○ ５歳児のいる家庭への継続支援に関する理解・啓発リーフレ
ットの配布（48,000 部） 

○ ふくおか就学サポートノート（引き継ぎシート）の配布 
引継ぎシート等による引継の実施割合（H30：69.2％） 

高等・中等教育学校における    

特別支援教育の充実 

○ 公立、私立を含む全ての高等学校、中等教育学校、中学校及
び義務教育学校に「サポートヒントシート」の活用を促す保護
者向け文書を送付 

○ 特別支援教育ボランティア注４）を６校に配置 

高等学校等特別支援教育     

推進事業の実施 
○ 特別支援教育支援員を７校に配置 

高等学校等通級指導推進事業の実施 
○ 通級指導教員を４校に計９名配置し、高等学校における通級

による指導を実施 
○ 在籍学級支援員を２校に配置 

特別支援学校専門スタッフ強化  

事業の実施 

○ 心理に関する専門スタッフ（スクールカウンセラー）の配置 
 （５校：週７時間、年間 35 週 15 校：週４時間、年間 35週） 
○ 医療・保健等に関する専門スタッフ（理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士等）の活用（４校：１日５時間、年間 10 日 
16 校：１日４時間、年間 10 回） 

 

指  標  

 

 

 

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 達成状況 

特別支援教育  

体制の整備 

公立の幼稚園、認定こども園、小・

中・高等学校において、特別な支援

が必要であると考えられる幼児児

童生徒に対する①個別の指導計画

及び②個別の教育支援計画の作成

の割合 

① 94.2％ 

② 93.6％ 

（H30 年度） 

① 100％ 

② 100％ 

（R3 年度） 
○ 

◇ 共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育システムの構築を推進します。 
◇ 障がいのある子どもの自立と社会参加を目指し、就学前から学校卒業後までを見通した、一貫した

継続性のある指導・支援の充実を図ります。 
◇ 障がいのある子どもが安全・安心かつ効果的に学べる教育環境の整備を推進します。 
◇ 障がいのある子どもの教育的ニーズに応じた指導・支援を行うため、教職員の専門性向上と組織体

制の整備を図ります。 

 

平成３０年度 施策の基本的なねらい 
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います。 

幼稚園・認定こども園・小・中・高等 

学校において、特別な支援が必要であ 

ると考えられる幼児児童生徒に対する 

① 個別の指導計画及び②個別の教育 

支援計画の作成の割合 

 

 

 

成  果   障がいのある子ども一人一人のニーズに応じた指導・支援の一層の充実が図られました。 

・ 「県立特別支援学校設置計画」を決定し、令和 6年度に１校、令和 7 年度に２校の特別支援学校を新設
することとしました。 

・ 人工呼吸器の管理や酸素療法を必要とする幼児児童生徒に対して、専任の看護職員を配置しました。ま
た、医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の数だけでなく、医療的ケアの内容と頻度に応じた配置を行い
ました。 

・ 各種研修会を通して、早期からの一貫した継続的な支援の必要性や発達障がいの可能性のある幼児児童
生徒への支援の重要性を周知し、個別の教育支援計画の作成率が向上しました。 

・ 学校生活において特別な支援を必要とする生徒の介助や学習支援を行う特別支援教育支援員を県立高等
学校７校に配置しました。 

・ 県立高等学校４校を拠点校として、発達障がい等のある生徒に対して通級による指導を実施しました。 
・ 県立特別支援学校全校において、心理、医療、保健等の専門スタッフの配置及び活用が行われ、幼児児

童生徒の個別の教育的ニーズに応じた指導・支援に関する教職員の専門性向上が図られました。また、ス
クールソーシャルワーカー等の緊急派遣を行うことで、福祉機関等と連携した支援が必要な幼児児童生徒
に迅速な対応ができました。 

課  題  県立特別支援学校の在籍者数の増加、障がいの重度・重複化、多様化への対応が求められて 

 
① 県立特別支援学校の在籍者数が一貫して増加傾向にあります。 
② 児童生徒等の障がいの重度・重複化、多様化に伴い、県立特別支援学校で実施可能な医療的ケアを拡充

する必要があります。また、医療的ケアの安全性と医療的ケアに関わる教員及び看護職員の専門性をより
一層高める必要があります。 

③ 個別の指導計画及び個別の教育支援計画を、支援が必要な幼児児童生徒全てに作成する必要があります。
特に、就学前及び高等学校段階における作成・活用を一層推進する必要があります。 

④ 生徒がより身近な地域で、専門性のある教員から通級による指導を受けることができる体制を整備して
いく必要があります。 

⑤ 各県立特別支援学校に配置されたスクールカウンセラーなどの専門スタッフによる地域の小・中学校等
への支援の充実を一層図る必要があります。 

 

対  応  県立特別支援学校の整備を進めるとともに、子どもの障がいの重度・重複化、多様化に対応 

 
① 「県立特別支援学校の今後の整備方針について」及び「県立特別支援学校設置計画」に基づき、県立特

別支援学校の整備を進めます。 
② 事業対象外の医療的ケアについて、試行的取組を実施します。また、高度化・複雑化する医療的ケアを

安全に実施するため、教員及び看護職員に対する研修内容の充実を図ります。 
③ 個別の指導計画及び個別の教育支援計画が、必要とする全ての幼児児童生徒に対して作成されるよう啓

発及び指導を行います。また、就学前から高等学校段階卒業までの一貫した継続的な支援が実施されるよ
う、関係部局や関係機関との連携を図る協議会の充実を図ります。 

④ 通級による指導の対象となる生徒数などの実態に応じ、生徒がより身近な地域で指導を受けることがで 
きるよう拠点校の適正な配置に努めます。また、担当教員の指導力の向上を図るため、授業研究会を計画
的に実施します。 

⑤ スクールカウンセラーなどの専門スタッフを活用した地域支援の好事例を特別支援学校間で共有するな 
ど、連携を一層推進します。 

 
注釈 
注１）医療的ケア：保護者が日常的に実施している医行為（たんの吸引、経管栄養、導尿等）。特別支援学校においては、医師の指示の

下、看護職員が実施することを基本としている。 

注２）特定行為：医療的ケアのうち、一定の法定研修を修了した者が一定の条件の下に実施できると規定された行為。 
注３）巡回相談：障がいについて専門的知識をもった専門家等が、幼稚園、小・中・高等学校等を巡回し、教員等に対して、障がいの

ある幼児児童生徒に対する指導内容・方法に関する指導助言を行うこと。 

注４）特別支援教育ボランティア：発達障がいのある生徒等に対し、学習支援やコミュニケーション能力など社会生活上必要なスキル

を身に付けるための支援を行うボランティア。 

した教育の充実を図ります。 
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Ⅱ 「社会にはばたく力」を育成する 

２ キャリア教育の充実 
 

(1) キャリア教育・職業教育の推進 ≪施策２１≫ 高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 

 

 

 

 

 

平成３０年度 主な取組・事業  
 

取組・事業名 実績 

地域の企業・経済団体等と連携 

したインターンシップ等の推進 

○ 福岡経済同友会と連携し、インターンシップ企業の紹介、社会
人講演会の実施 

○ 職場体験活動の実施状況（政令市を除く。） 
小学校  20.4％（92 校）中学校  98.5％（201校） 

県立高校・特別支援学校     

キャリア教育支援事業の実施 

○ 県立高校におけるインターンシップ実施校 95校／95 校 
○ デュアルシステム支援員の配置  

県立特別支援学校３校 

未来を切り拓く人材育成    

事業の実施 

○ 他者と協働しながら体験的で創造的な活動を伴う取組を通じ
て、何事にも主体的に取り組もうとする意欲や、多様性を尊重す
る態度を育成 

   実施校：県立高等学校・中等教育学校 60 校 
       県立特別支援学校 20校 

県立工業高校産業人材育成   

事業の実施 

○ 生徒の企業における教育・訓練 2,153 人 
○ 企業の高度熟練者による学校での実践的な実習指導 444時間 
○ 教員等の企業における技術研修 34 人 
○ 学級単位の企業訪問 2,180 人 

新規高卒者の就職支援の充実 
○ 新規高卒者就職面談会（福岡労働局と共催） 
○ 学校挙げての求人開拓 

地域産業教育連携推進事業の実施 
○ 地域企業や職業訓練施設等との連携 
○ 連携企業等の施設設備を活用した実習を実施 

高校生みらい支援事業の実施 
○ 県立高等学校 10 校に 10 名の進路支援コーディネーターを配置 
    面談者数 892 人 

特別支援学校技能検定事業の実施 

＜重点事業１３＞ 

○指導者研修会の実施  
○プレ検定の実施  受検者 57 名  

 

指  標  

 

 

 

 

 

       

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 達成状況 

キャリア体験 

活動の実施 

県立高等学校における職業や進路

研究等に関する体験活動への参加

率 

89.3% 

(H30 年度) 

100％ 

(R3 年度) 
○ 

就職意欲の向上 
県立知的障がい特別支援学校高等

部における就職希望率 

44.3％ 

(H30 年度) 

50％ 

(R3 年度) 
△ 

◇ 様々な教育活動を通じ、基礎的・汎用的能力を身に付け、生涯にわたって社会的・職業的自立ができ
るよう、地元の企業・経済団体と連携したキャリア教育の充実を図ります。 

◇ 企業が求める実践的な人材育成、継続的な育成環境を整えるため、地域の企業や市町村等と連携し、
地域産業のニーズに応じた新たな教育内容の取入れを図ります。 

 

平成３０年度 施策の基本的なねらい 

県立高等学校における職業や進路研究

等に関する体験活動への参加率 

 

県立知的障がい特別支援学校高等部に

おける就職希望率 
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成  果  

  

・ 地域企業、経済同友会の協力により、生徒がインターンシップを実施することができました。 

・ 経済同友会の協力により、社会人講演会（出前講座）を 12校で実施しました。 

・ 県立特別支援学校においては、デュアルシステム支援員により、18 社においてデュアルシステム型現 

場実習注１）を実施施するとともに、現場実習実施マニュアルを作成しました。また、技能検定の実施に向

けて評価表の作成等に取り組み、清掃に関する３種目でプレ検定を実施しました。 

・ 未来を切り拓く人材育成事業においては、各学校における児童生徒の体験的で創造的な活動を伴う取組

を通じて、自主性や社会性を育むとともに、専門性と実践力を兼ね備えた人材の育成を行いました。 

・ 県立工業高校では、地元産業界と連携した人材育成事業を実施し、県内就職者のうち、自動車関連企業

への就職率が向上し、前年度比 2.4ポイント増の 29.0％になりました。 

・ 公立高等学校の就職決定率は 98.1％と高水準を維持しています。（平成 31年 3 月 31日現在） 

・ 地域産業教育連携推進事業においては、地域企業等と連携した取組の実施により、地域産業を支える人

材育成を行いました。 

・ 学校全体で進路支援を必要とする生徒の実態を情報共有することができ、進学を希望しながら、就職せ

ざるをえない生徒に対しても給付型の奨学金制度等の情報提供を行う等、第一進路実現につなげる支援を

行うことができました。 

 

課  題   

 

① 普通科や総合学科の生徒のインターシップの体験率を上げる必要があります。 

② 県立特別支援学校においては、生徒の一般就労を一層支援する必要があります。インターンシップや技

能検定については、多様な生徒の職場適応能力の向上を図るため、関係機関との連携を更に強化し、生徒

の実態に応じたものにする必要があります。 

③ 未来を切り拓く人材育成事業では、各学校の取組により児童生徒の何事にも主体的に取り組もうとする

意欲や多様性を尊重する態度等を育成することが課題です。 

④ 県立工業高校産業人材育成事業については、連携企業の拡大や各地区推進委員会の充実により、産学官

の連携体制を強化する必要があります。また、教員等の企業における技術研修を充実させ、教員の技術力・

指導力の向上が課題です。 
⑤ 地域産業教育連携推進事業では、各校の取組に応じた進路実績づくりを推進する必要があります。 

⑥  生活困窮世帯生徒等の支援は、保護者の理解、連携を図りながら行う必要があります。 

 
 

対  応  進路支援コーディネーターを配置し、進路支援の一層の充実を図ります。 
 
① インターンシップやオープンキャンパスなど生徒自身のキャリアについて自ら考える機会を有効に生か

せるよう指導体制を図っていきます。 

② 県立特別支援学校では、就職に必要な実践的な知識や技能、態度を養う学習会を実施します。また、マ

ニュアルを活用した効果的なデュアルシステム型現場実習を実施したり、生徒の実態に応じた技能検定を

開発したりすることで、生徒や保護者の勤労に対する意欲と自信を高め、一般就労を目指す生徒の増加を

図ります。 

③ 特に専門高校や定時制高校の取組において、各学校の企画段階で指導・助言を行い事業のより効果的な

実施を促進するとともに、評価委員会において各学校の取組を適切に評価します。 

④ 県立工業高校産業人材育成事業については、各地区推進委員会の委員間の連携を密にし、生徒のインタ 

ーンシップ、教員の技術研修等の事業内容の充実・改善を進めるとともに、生徒の専門知識や技術・技能

の高度化、教員等の技術力、指導力の向上を図ります。 

⑤ 学校と地域企業等との連携強化を支援し、取組内容の強化を図ります。   

⑥ 進路支援コーディネーターを活用し、進路支援を必要とする生徒に適切な情報提供を行うとともに指導

体制の改善を図っていきます。 

 

注釈 

注１）デュアルシステム型現場実習：従来の単発的な実習ではなく、学校と企業が密接に連携しながら繰り返し実習を行うもの。 

進路支援を必要としている生徒へ対する低学年時からの指導と卒業までの継続的

な支援体制を確立する必要があります。 

 

進路支援コーディネーターの活動で、生活困窮世帯生徒等を含む進路支援が必要 

な生徒に、きめ細かな対応ができるようになりました。 

 


